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資料７

地方独立行政法人地方独立行政法人地方独立行政法人地方独立行政法人のののの業務実績業務実績業務実績業務実績のののの評価評価評価評価にににに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方（（（（素案素案素案素案））））

１１１１ 評価評価評価評価のののの目的目的目的目的

(1) 評価を通じて法人の業務運営の質の向上・効率化に資する。

(2) 法人の業務運営状況を分かりやすく示し、県民への説明責任を果たす。

(3) 中期目標の達成に向け、中期計画の進行状況を確認する。（事 業 年 度 評 価）

２２２２ 評価評価評価評価にあたってのにあたってのにあたってのにあたっての留意点留意点留意点留意点

(1) 透明性のある評価とすること。

(2) 法人の状況を社会一般に分かりやすく示す評価とすること。

(3) 法人や評価委員会にとって過重な負担とならないよう、効率的な評価と

すること。

３３３３ 評価評価評価評価のののの種類種類種類種類

(1) 事業年度評価（法第２８条）

各事業年度における年度計画の実施状況を調査・分析し、当該事業年度

における業務実績について評定を行う。

(2) 中期目標期間評価（法第３０条）

中期目標期間終了時において、中期目標に照らして、中期計画の達成状

況を調査・分析し、中期目標期間における業務実績全体について、総合的

な評定を行う。

４４４４ 評価評価評価評価のののの流流流流れれれれ

３月 年度終了 事業年度の終了

４月 業務実績報告書(自己評価)、財務諸表の作成
～ 評価準備

６月 （６月末）業務実績報告書、財務諸表を提出

７月 業務実績、財務諸表の検証（ヒアリング実施等）
～ 評価

８月 評価結果作成

評価結果の通知 → 議会報告
９月 報告・公表

財務諸表の承認

５５５５ 評価評価評価評価のののの方法方法方法方法

評価の目的を効果的、効率的に達成するため、法人の自己評価の結果を

活用する間接評価の手法により行う。
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６６６６ 評価結果評価結果評価結果評価結果（（（（案案案案））））にににに対対対対するするするする法人法人法人法人のののの意見申出意見申出意見申出意見申出のののの機会機会機会機会のののの付与付与付与付与

評価委員会は、評価の決定前に、その案を法人に示し、意見申出の機会を

設ける。

７７７７ 先行評価先行評価先行評価先行評価のののの実施実施実施実施

法人の業務を継続させるか否かの検討等に評価結果を適切に反映させるた

め、平成２４年度に「先行評価」（３箇年度分の年度評価の総括）を行う。

中期目標期間 （第１期） 中期目標期間 （第２期）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
① ② ③ ④ ⑤ ① ②

◆ ■

中期目標期間評価中期目標期間評価中期目標期間評価中期目標期間評価（（（（最終評価最終評価最終評価最終評価））））

年度評価（以下○数字は同意） 先行評価先行評価先行評価先行評価（（（（３３３３箇年度分箇年度分箇年度分箇年度分のののの年度評価年度評価年度評価年度評価のののの総括総括総括総括））））⇒

＊平成２５年度に行う

業務継続の可否の検討

次期の中期目標の検討 に反映

次期の運営費交付金の算定

８８８８ そのそのそのその他他他他

評価方法等については、常に改善を図り、より良い評価制度の構築に向け

て、必要に応じ、随時、見直しを行うこととする。


